第16回大学部会（10/29）、第17回大学部会（11/18）における中期計画（素案）に対する主な意見に対する大学の考え方

	
	評価委員会委員の意見
	考え方
	中期計画の記載内容（参考）

	Ⅰ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置
	・ディベート能力がある学生が社会に求められているので、そういった人材を育成するための取り組みを行った方がよいのではないか。【槙野委員】
	・学士課程1年時に全学必修科目として1クラス15～20人の少人数の学生からなる初年次ゼミナールを導入し、受動的学習から能動的学習への学びの転換を目指し、学生はグループディスカッションを通した課題発表やプレゼンテーションやディベートなどによるコミュニケーション能力の向上を図ることとしている。具体的な取組内容は、年度計画に記載。
	○学士にふさわしい基本的な社会的知識・常識の獲得を基礎にして、高い専門的知識を備えて社会で活躍できる人材、さらに普遍的に通用する社会人として、コミュニケーション能力、行動力、推理力や批判力を高め、視野が広く、自分の判断で責任ある行動ができる人材を育成する。

○少人数ゼミナールの導入を図るなど、初年次教育を充実･強化する。また、国際社会で活躍できる人材を育成するため、新たな外国語カリキュラムを整備する。特に、英語を活用し、世界とコミュニケーションできる実践的な能力を養う。


	
	・最近は1年の時から系統的にキャリア教育が必要だと感じているが、キャリア教育についてはどのように考えているのか。【安部委員】
	・学生が卒業後自らの能力を発揮し社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を養うため現在も、大学コンソーシアムの一員として他大学と共にキャリア教育プログラムを開発し、科目に位置づけ全学で取り組んでいる。

・24年度以降、新たに「キャリアと実践」等、学生のキャリア形成に当たる教養科目を開設し、キャリア教育を体系的に実施することとしている。具体的な取組内容は、年度計画に記載。
	

	
	・現在、どれくらいTAを活用していて、今後どれくらいまで増やす計画か。【安部委員】
	・H21年度実績　TA延べ人数510名。

・今後は、TAを教育支援者としてさらに活用するため、資質向上の研修などの取組みを行い、授業における討論などの指導だけでなく、大学で展開するラーニングコモンズなど授業外における学生支援など、TAの役割を一層拡大する。なお、具体的な取組内容は、年度計画に記載。
	○教育の改革を推進するため、新たな教育体制に対応した事務組織を構築し、業務等の見直しを行うなど適切柔軟な組織体制を整備する。また、教育支援者としてのTAの活用、資質向上を制度化するなど学内支援を拡充する。

	
	・共通基礎教育を全学で実施というのはどういうイメージか【安部委員】
	・共通基礎教育については、現在総合教育研究機構が学部の協力を得て実施しているが、今後は、新たに設置する高等教育推進機構において、共通教育の実施方法の方針決定や企画を行い、教育の実施は学部の枠を越えて全学の教員が行うこととする。
	○複雑化、高度化し、急激に変化する時代・社会のニーズに柔軟に対応できる教育体制を確立するため、従来の学部・学科体制からより幅の広い学域・学類体制へ転換を図り、現行の７学部２８学科体制を、４学域１３学類へ改編する。また共通・基礎教育を全学で実施する体制を整備する。大学院については、本学の教育理念、目的を踏まえ、また新たな学域への対応も含めた、高度研究型大学にふさわしいあり方を検討する。



	
	・奨学金制度創設の財源はどのように考えているのか。【安部委員】
	・大学基金の活用や現行予算の戦略的な配分などにより実施することとし

ているが、制度構築に併せて決定する。
	○就学機会を確保し、優秀な学生を獲得するため、奨学金制度を創設する。

	
	・留学生について、海外から来てもらうばかりでなく、海外に行くことも重要ではないか。【槙野委員】
	・本学からの海外大学・研究機関への留学を拡大することは重要と考えてお
り、受入留学生を増やすことにより留学意欲を喚起するとともに、新たに創設する国際交流推進機構による、学術交流協定締結校との交換留学の促進や、外国語教育の充実などにより、海外への留学生の増加を図る。
具体的な取組内容は、年度計画に記載
	○本学からの海外大学・研究機関への留学を拡大するとともに、学生による海外学会発表、国際会議参加を促進するための支援を行う。

○海外からの留学生を増やし、海外大学・研究機関との学生交流、学術交流を推進させるために、日本語力を強化し、日本社会についての理解を進めるための科目の提供や、学術交流協定締結促進などによる交換留学生の相互派遣の受け入れの拡大を図る。また、海外での拠点機能の整備や本学を卒業した留学生のネットワーク構築、海外同窓会設立支援等を通じ、留学リクルートを実施する。これらの取り組みを通じて、外国人留学生数３００名を目指す。

	
	・アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーについて、この３つのポリシーを縦割りではなく総合的にモニター、管理している部門はあるのか。【山谷委員】
	・アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーを明確に定め、それに基づいた入学者受入、カリキュラム編成、学位授与が行われているかなどの検証に加え、相互の継続性、整合性などの検証は重要と認識している。

このため、大学にカリキュラムデザイン会議を設置し本学が目指す学修成果をとりまとめところ。これに基づき、教育運営会議が3つのポリシーを。縦割りではなく総合的にモニター、管理している。


	○全学の教育を円滑に実施し、全学的な教育のマネジメント及び教育システムの開発を行うため、高等教育推進機構を設置する。

【学士課程】

○大学及び新たな学域・学類の教育理念・目的に応じた入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を明確化し、周知に努めるとともに、学域・学類を基本とした幅広い募集単位での入試を行う。その際、様々な学生の受け入れを促進する観点から広報を充実させるとともに、大学院の秋季入学の拡充など入試制度を充実する。また、入試の状況や受験生・社会の要望に応じて継続的に入学者受け入れ方針及び入試内容の検討・改善を図る。

○学域・学類の教育課程編成方針（カリキュラムポリシー）を踏まえた教育課程（カリキュラム）を整備する。その際、学域共通科目を整備し、学域において共有すべき素養を涵養する。特に、理系をベースに文系を融合させた新たに設置する現代システム科学域（仮称）においては、専門性、実践力はもとよりマネジメント力、国際性を兼ね備えた、社会のリーダーとなる学生を育成するためのカリキュラムを体系化し、また、このカリキュラムを基礎に副専攻を開講し他学域へ提供する。また、教育指導成果を検証し、さらに改善を進める。

【大学院課程】

○各研究科の教育課程編成方針（カリキュラムポリシー）を踏まえた教育課程（カリキュラム）を整備する。質を確保しつつ、修業年限内に学位を授与することを目標として、研究環境および研究指導体制を充実する。また、そのためのファカルティ・ディベロップメント等の充実・強化を図る。

○学位授与方針(ディプロマポリシー)を明確化し、それに基づいた成績評価基準を作成し明示する。

	
	・科研費申請で書くエフォートのような、例えば教育研究や地域貢献に対する割合について府立大学の理想図のようなものはあるのか。教育研究に対するエフォートが大きくなければ大学として不適ではないか。【安部委員】
	・本学は高度研究型大学として、世界水準の研究を目指すとともに、社会の牽引役となる有為な人材を育成すること目指しており。このためには教育と研究が大学の両輪であると考えている。なお、今後は、公立大学としての存在意義を高めることがこれまで以上に重要であるとの考えから、教育、研究の成果を社会に還元するための取組みの推進にも努めていくこととしている。

	

	Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するために取るべき措置

	・学生、教員、事務スタッフも含めた女性に対するバックアップ体制はどのように考えているのか。【山谷委員】
	・科学技術振興調整費の採択を受けて、大学院生を含む女性研究者支援に関する事業を推進している。女性研究者支援センターを設置し、環境整備として、男女に関わらず教職員が利用できる相談窓口の設置や保育室を整備するとともに、研究支援員の配置などを検討する。大学院生に対しては国際学会発表などに対する支援を行う。また、意識啓発として、
　講演会の開催やロールモデルバンクの構築によるキャリアパスを推進する。具体的な取組内容は、年度計画に記載。
	○大阪府立大学において、女性研究者、若手研究者、外国人研究者などの多様な優れた人材の確保と育成に向け、支援体制を整備する。特に、理系女性研究者を育成、支援するため、女性研究者が妊娠・出産・育児等を理由に研究を断念することなく、キャリア形成を継続するための支援制度の導入を図る。

	
	・業績評価について、研究以外の例えば教務主任など、いわゆる事務的な作業をしている教員をどう評価するのか。【山谷委員】
	・教育、研究、社会貢献に加え、大学運営についても教員業績評価の対象とし、大学及び部局の各種委員への就任、管理職の実績などを評価することとしている。
	○大阪府立大学において、職員の目標管理制度を確立し、適正に運用することにより職員人事の活性化を図るとともに、管理職職員や社会人採用職員への年俸制導入を検討する。また、教員業績評価制度を実施し、評価結果を処遇等へ反映する。制度については、適宜見直しを行い、適切に運用する。また、任期制のメリット・デメリットを検証の上、教員の質の向上等のため任期制の更なる拡充を検討する。

	
	・業務運営などの部門で府立大と高専が一緒になることによって、新しく効率化や改善に向けて考えていることはあるのか。【槙野委員】
	・入試広報や教員情報の管理、発信などを併せて実施することにより、府民への効果的な情報発信が可能となるとともに、教職員研修や監査業務、安全管理体制の整備、安全衛生の充実などを法人として一元的に行うことにより、迅速、効率的な対応が可能となる。さらに、大学・高専の教員が連携することにより、ものづくり技術者や研究企業など幅広い企業への支援が可能となり、より一層地域貢献、人材育成を推進することができる。今後、統合を契機に、電子システムの整備や教員と事務の連携を図ることにより、会計事務などの業務効率化を一層進めることとしている。
	【高専】

○大阪府立大学地域連携研究機構との連携をはじめ、地元企業との研究会の組織化、商工会議所との地域連携フォーラムの共催、寝屋川市、及び近隣大学との包括協定などを通じて技術相談や研究員の受入等の産学官交流、受託・共同研究など本校に蓄積された知識や技術を社会へ還元する仕組みを充実発展させ、地域貢献活動の強化・充実を図る。

【法人】

○教育研究環境保全のため、安全教育に関する研修を実施するなど、安全管理体制を充実させる。また、大規模災害や事故の発生時に備え、教職員の迅速、的確な対応を行うためのマニュアル整備をするなど危機管理体制の強化を図る。

○安全衛生の充実に向け、職員の衛生管理者資格取得の支援策の実施など安全衛生管理体制を支える人的資源の整備を行う。また、教職員及び学生に対するメンタルヘルスケア対策体制や、健康相談体制の充実を図る。



	Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するために取るべき措置
	・セグメント会計とあるが、企業では事業体ごとにセグメント分析するが、府立大でのセグメント分析とはどういったことか。【槙野委員】
・セグメント会計について、国際化の推進など非常にお金がかかるが成果がほかの部門に好影響を与える分野もあり、単純にセグメントの視点では見られないのではないか。一方で、財政に関するわかりやすい情報を教職員が共有するための取り組みは必要。【安部委員】
	・まず、府大・高専に分けたセグメント分析を行い、さらに新たな学域や機構の組織再編に対応し、適切な単位を設定しセグメント分析を行うこととしている。
セグメント分析の目的は、学域ごとの収支の動向を的確に把握することにより、全学的な組織運営上の課題を認識し、これら課題への適切な対応を行うことであり、国際化の推進などの一部門の収支を捉え単純にセグメントの視点で経営改善を目指すようなことは考えていない。
また、教職員がこれらの課題を把握し継続的な努力を行うためにも財務情報の周知に努めていく。


	○セグメント分析を行うことにより、きめ細かい経営戦略を展開する。財務情報については、府民にわかりやすい形でホームページなどにより公表する。

	
	・教育の質の向上と教員数の見直しというのは両立させるのは難しい。すべてが新しい体制になればある程度体制が安定するかもしれないが、過渡期においては厳しいと思うが、どうするのか。【槙野委員】
	・大学においては、教員の所属を、教育組織である学部から研究グループへ変更することにより、柔軟に教育を行える体制を整備する。また、カリキュラムの見直しや非常勤の雇用等により対応する。


	○大阪府立大学において、各教育組織、教員組織に責任者を配置し、教員は責任者のリーダーシップに基づき教育研究活動を展開する。また、新たな学問分野に即応する教育研究体制の構築を図る。
○大阪府立大学において、教育研究水準の維持・向上を念頭に置きながら選択と集中を図り、教員数を平成２８年度までに６３７名を目指す。


	
	・外部資金を継続的に獲得するための方策はどうかんがえているのか。【奥林委員長】
	・外部資金を継続的に獲得するためには、産学連携を推進するコーディネータの役割が大変重要と考えており、資質向上を図り有効活用することとしている。また、企業等からの問い合わせに一元的に対応する窓口を設置、共同研究テーマや技術指導分野をデータベース化し、迅速・的確に対応することにより、企業等からの外部資金の獲得の増加を目指す。具体的な取組内容は、年度計画で記載。

　
	○大阪府立大学においては、国や地方自治体の教育研究資金や、企業等からの共同・受託研究による資金など、各種外部資金の獲得に向けた取り組みを強化する。また、ふるさと納税制度を活用した寄附金募集や卒業生ネットワークを活用した募金活動の展開など、きめ細かな募金活動の実施や、公開講座等の料金徴収の見直し、獣医臨床センターにおける効率的な運営など、新たな自主財源の獲得に努め、大幅な増収を目指す。

	Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
	・隠されたカリキュラムである課外活動は、人材育成にとって非常に重要で学生の質の向上にもつながるもの。学生の活動成果について府民に分かりやすい形で表示することが大切。【奥林委員長】
	・学生の活動成果も、大学・高専のブランド力であり、今後はホームページへの掲載などにより府民にわかりやすく発信することとしている。具体的な取組内容は年度計画で記載。

	【大学】

· 大阪府立大学においては、入試広報も含めた一元的な広報を担当する

組織を設置し、新たな教育体制の広報を強化するとともに、大学の認知度向上などブランド力強化戦略の構築を図る。また、シラバス等の教務学生情報や教育研究情報の公開など、大学広報を充実強化するとともに国外へ積極的に情報を発信するため、海外戦略に応じた情報発信の多言語化への対応を行う。
【高専】

· 専攻科工学特別研究の学外発表をさらに促進する。また、各種コンテストの成果を社会に積極的に公開する体制について検討する。

	Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するために取るべき措置


	・エコキャンパスの取り組みについて、府立大は省エネ法の対象になっているのか。年1％程度の削減目標は府の施策との整合性はあるのか。【槙野委員】
	・本学は、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」及び「大阪府温暖化の防止等に関する条例」の「特定事業者」に該当している。特定事業者は、大阪府温暖化対策指針おいて、温室効果ガスを３年で３％以上削減することが目標設定の目安となっている。また、温室効果ガスの排出量は、それぞれ二酸化炭素に換算して算定されており、中期計画における目標もそれに準拠している。今後、特定事業者の削減目標が変更になった場合は、それに基づき中期計画の目標数値も適宜見直しを検討する。


	○大阪府立大学においては、新たに理事長・学長を議長とする全学的組織として「環境対策推進会議（仮称）」を設置し、エコキャンパスへの取組みを強力に推進する。また、エコ・サイエンス研究所における環境に関する教育、研究の一環として、毎年度、環境報告書を取りまとめ、公開する。これらの取組みを通じて、ＣＯ２の排出量については年１％程度の削減を目標とする。

	
	· 現在、上海交通大学の大学ランキングにおいて公立

大学トップであり、また、公立大学の中だけで目標を掲げるのではなく国立大学も含めて順位の向上を目指すべきであり、この目標は適切ではないのではないか。また、また、中期計画に具体的なランキング名称を出すものではないのではないか。【槙野委員】
	・上海交通大学の世界大学学術ランキングでは公立大学トップだが、その他、タイムズ・ハイヤー・エデュケーションの世界トップ200大学ランキングでは4位、日経グローカルの地域貢献度ランキングでも4位であり、今後、こうした世界や日本の大学ランキングの総合的な向上を目指し、目標とする指標として「公立大学トップを目指す」とした。

また、上海交通大学の世界大学学術ランキングは、世界大学ランキングの先駆けとして2003年から継続的にランキングを実施しており、客観的データに基づく国際的な大学ランキングの代表例という趣旨で固有名称を挙げている。具体的には年度計画で記載。
	○上海交通大学の世界大学学術ランキングをはじめとした各種「大学ランキング」において日本の公立大学トップを目指す。

	Ⅵ 予算、

収支計画、

資金計画
	· 今後、1年間に教育研究費約10億円以上の減額となるのは大学にとって好ましくない。大学の教育研究は未来の社会への投資であり、予算は必要ではないか。【安部委員】
	・業務費の総額として、第2期中期計画期間は、第1期中期計画期間に比して約100億円減額となっているが、これらの主な内訳は、教職員の減少に伴う人件費であり、学生一人当たりの教育研究費は、むしろ、若干増加しており、学生の教育研究への影響はない。
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